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技術基本計画における技術を支える人材について
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【第５期国土交通省技術基本計画 第３章から抜粋】

国土交通行政における技術政策を支える産学官の人材に対し、求められる能力・資質は以下のようなものである。

① 担当分野における高度な専門的知識・経験を身につけるとともに、その知識・経験を実際の現場に適用すること。
② 広い視野を持ち、他分野にも関心を持つこと。また、常に新しい情報や最新の技術動向を的確に捉えること。
③ 社会資本、住宅・建築物や交通の利用者の視点に立ち、自身が属している組織に対して、求められている社会ニー
ズの把握に努めること。

④ 錯綜する困難な問題に直面したときに、具体的な成果を迅速に出していく見識と決断力を有していること。
⑤ 事故や災害等を未然に防止し、被害を軽減し、災害時においては、被害状況等の把握・伝達、応急対応、復旧・復

興を迅速かつ適確に行うことができること。特に、広域的で大規模な災害発生時には、直轄技術力を駆使した被災
現場における地方公共団体に対する支援を柔軟かつ迅速に実施できること。

⑥ 諸外国の実情を把握し、我が国の状況を諸外国と比較評価でき、外国人とのコミュニケーションをとり、交渉する
こと。

⑦ 組織や自らに課せられた役割や責任を全うするために、当該業務を適切に遂行する管理能力や所属する組織の業務
目的を達成するための管理能力を身につけていること。

加えて、デジタル化の加速や DX の進展に伴い、国土交通分野の課題を読み解き、データやデジタル技術を使って
解決しうる数理的な問題へブレイクダウンできる人材の育成も重要である。

また、国土交通省の職員には、(中略)、各主体の技術動向を把握し、意見を調整し、プロジェクト等を主導し、司
令塔機能を発揮できるコーディネート能力・マネジメント能力、出口思考による目標設定能力が必要とされる。さら
に、全国に及ぶ安全基準の策定や防災対策、老朽化施設の維持管理等に係る公益性が高い技術研究開発に対応するた
めの高度な専門的能力と経験が必要とされる。

○ 第５期国土交通省技術基本計画において、技術を支える人材に求める能力・資質等に言及

⇒DX、GXの時代に合った、人材の育成が必要



ＤＸ推進に必要な人材（デジタルスキル標準（令和６年７月改定 経済産業省）より）
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経済産業省HP https://www.meti.go.jp/policy/it_policy/jinzai/skill_standard/main.html
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ＧＸに必要な人材（ＧＸスキル標準（令和６年５月 GXリーグ GX人材市場創造WG）より）

GXリテラシー標準

GX推進スキル標準

GXリーグ公式WEBサイト
https://gx-league.go.jp/aboutgxleague/document/GX%E3%82%B9%E3%82%AD%E3%83%AB%E6%A8%99%E6%BA%96%EF%BC%88GXSS%EF%BC%89.pdf
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国土交通分野の主な課題：人手不足

○ 「日本の将来推計人口」に基づいて、労働力推移を予測したところ、生産年齢人口は
2040年度に約２割の減少（2020年度比）が見込まれる。

○ 建設関連産業は、特に直近10年間の就労者数の減少が顕著であり、今後は、その傾
向を踏まえ、抜本的な省人化に努めていく必要がある。
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出典：国立社会保障・人口問題研究所 「日本の将来人口推計（令和５年度推計）」
（出生中位（死亡中位）推計）

生産年齢人口の推移

万人

建設関連産業における就業者数（2013～2023年）

建設関連産業の就業者数推移（実績）

万人

年

2013年→2023年の
10年間で約1割減少

2013年→2023年の10
年間で約31万人減少

出典：第1回分野横断的技術政策ワーキンググループ 資料２より



各産業における人材投資の状況

○ 国際比較によれば、日本は相対的に投資が進んでおらず、今後投資を拡大させる必
要がある。

○ 建設業の人的資本投資額は、最も高い「電気・ガス・水道」と比べ３倍の差が発生して
おり、他産業と比べ相対的に低い割合となっている。

出典：内閣府 平成30年 年次経済財政報告（経済財政政策担当大臣報告）第2章第2節から抜粋
（原典：内閣府（2018）「働き方・教育訓練等に関する企業の意識調査」）

直接費用：
外部講師への謝金や訓練施設の運営費など
機会費用：
労働者が仕事に従事できないことに起因するコスト
→OJT,OFF-JTに費やした時間を賃金で金額換算したもの

【一人当たり平均人的資本投資額（産業別）】

約74万円/人

約24万円/人

約
3
倍
の
差

※令和3年度 新しい資本主義実現会議（第3回）資料１より抜粋
※内閣府「国民経済計算」、JIPデータベース、INTAN-Invest database を利用し、学習院大学経済学
部宮川努教授が推計
（出所）厚生労働省「平成30年版 労働経済の分析-働き方の多様化に応じた人材育成の在り方につい
て」を基に作成。

【企業の人材投資（OJT以外）の国際比較（対GDP比）】
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近年における人材の流動化の状況

○転職者数は1991年以降長期的に増加傾向である。

○中途採用実績のある企業割合の推移において、建設業は他産業と比べ
ると割合が低く、中途採用人材獲得の機会を逃している可能性がある。

※ いずれも令和4年版 労働経済白書第II部より抜粋

【中途採用実績のある企業割合の推移（産業別）】
【転職者の推移】（千人）



人的資本投資と企業の魅力 「2024年新卒採用 大学生の就職活動に関する調査」
（（株）リクルートマネジメントソリューションズ）

https://www.recruit-ms.co.jp/news/pressrelease/0000000421/

○仕事に対する価値観について、
特に重要だと思うものは、「安定」
が43.3%、「貢献」が34.1%、「成長」
が30.8%で、2017年卒以来順位に
大きな変化はない。

安定した環境で、貢献・成長して
いきたいという考えが定着。

○内定受諾の最終的な理由は「自
分のやりたい仕事(職種)ができ
る」が15.1％で最多、年々上昇。

「社員や社風が魅力的である」が
9.2％で次点、ただし、年々低下。

その他「育成に力を入れている」
「入社後のキャリアを具体的にイ
メージできる」が年々上昇。
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人的資本投資と若手社員の確保や新技術への取組状況
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○人的投資時間が多いと、離職率が低い傾向がある。

○平均年齢が若い企業ほど投資時間割合が高く、平均年齢が上がると投資時間割合が
低くなる特徴がある。

○新技術の取組状況に関しては、取組のある場合は、取組のない場合に比べ、投資時間
割合が高くなっている。

出典：内閣府 平成30年 年次経済財政報告（経済財政政策担当大臣報告）第2章第2節から抜粋
（原典：内閣府（2018）「働き方・教育訓練等に関する企業の意識調査」）

※縦軸：企業意識調査の結果を利用し、2016 年度において個々の企業が常用労働
者育成のために OJT・OFF－JTにかけた時間が総労働時間に占める割合を計算し
たもの。概念的には、一人当たりの労働時間×常用労働者数で計算される総労働
時間のうち、OJT・OFF－JTに利用されている時間の割合となる。
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人的投資
時間割合 人的投資

時間割合
人的投資
時間割合



人材の多様性について
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※厚生労働省 「外国人雇用状況」の届出状況まとめ（令和５年10月末時点）から抜粋

○ 我が国における外国人労働者は2008年以降増加しており、2023年に初めて200万人
を超えた。

○ 建設業においても増加傾向であり、直近10年の間に約10倍弱（2013年1.6万人
→2023年14.5万人）の伸びを示している。

建設業

【産業別外国人労働者数の推移】



人的資本投資に関する情報開示の動向
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■2022年：内閣官房が「人的資本可視化指針」を公表
人的資本を可視化するために情報開示がどうあるべきか明確化

○ 近年、民間企業における人的資本に関する状況等について、ESG経営のガバナンス
の観点から情報開示を促す要請が高まっている。

■2023年:「企業内容等の開示に関する内閣府令」等の改正
・人的資本の情報開示は、2023年3月31日以降に終了する事業年度にかか

る有価証券報告書から適用
・対象は、金融商品取引法第24条の「有価証券を発行している企業」

(大手企業約4,000社相当）

■2018年：人的資本の情報開示に関する交際的な基準として「ISO30414」が公表

■2021年：「成長戦略実行計画（閣議決定）」でコーポレートガバナンスを言及
(西村担当大臣のご発言要旨 抜粋)
そして、その中で特に私の強調しているヒューマン・ニューディール。
こうした分野への投資、そして成長を支える基盤は人材ですので、そ
の人材への投資、政府も様々な施策をやりながら、民間企業の創意工夫
や投資を引き出していくということです。
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人的資本投資に関する政府での議論等

令和６年第５回経済財政諮問会議(令和６年５月10日) 特命担当大臣記者会見

「先端技術実装と競争力強化」に関する議論では、新技術の社会実装による脱炭素
や経済安全保障、生活の質向上などの社会課題の解決が、経済成長に結び付くよう
な環境整備が重要であるというご意見、新技術の社会実装の基盤として、人的投資、
研究開発投資、新陳代謝の三つの観点から取組を推進することが必要とのご意見、
さらには、特に地域における社会実装の実践のため、地域の課題と新技術のマッチ
ング機会の拡大、規制改革諸制度の連携強化による規制の見直しの加速、スタート
アップ等に対する優先的な調達の実施など、一体的な支援を強化すべき、などのご
意見がありました。

※以降も、第６回～第11回まで「人への投資」のご意見あり。



これまでのWGでの議論等
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これまでのＷＧでの議論
• 発注者側の技術者が現場で裁量を発揮しなければ、（技術の採否に関する）フレキシビリ
ティが保たれない

• 技術開発の誘導に必要な認証、資格、評価、技術の品質保証、インセンティブの在り方に
関するものが一層目にあり、二層目に、制度と制度のリソースである情報、データ共有、人材
育成・確保といった観点がある

• ITリテラシーの向上が課題である
• 第三者機関の認証等だけでなく、発注者である国土交通省のエンジニア自身が、技術提案
の良し悪しを判断できるポテンシャルを維持していかなければ成立しない

中間とりまとめ
• デジタル技術を含め、求められる技術の多様化に応じた人材育成や異分野との人材の流動
化が十分になされていない



建設業における「技術者」と「技能者」の人材育成
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・国交省や厚労省による各種支援制度

・建設キャリアアップシステム
技能者の資格や現場就業履歴等を業界横断的に登録・蓄積し、技能経験に応じた適切な処遇につなげるシステム

・建設業労働災害防止協会による研修、建設従事者教育、啓発活動の実施
労働災害防止に向けて、技能労働者に対し、各種の技能研修、指導者を現場に派遣し実技体験訓練含む建設従事者教育、

リーフレット等による啓発活動を実施

・教育訓練センターでの職業訓練
富士教育訓練センターでは、建設産業の広域的な職業訓練のための施設を運営し、実務訓練等を実施

・日建連による資格取得助成制度
建設技能・資格を取得して建設業界を目指す若者に対して、資格取得費用を補助する制度

【技能者に関する主な取組】・・・各団体等による包括的な人材育成メニュー

・大手建設会社は、各企業による研修等
・中小建設会社は、各都道府県建設業協会等による研修等
・監理技術者講習制度の実施

国土交通大臣の登録講習実施機関（全国建設研修センター等）が行う「監理技術者講習」で、監理技術者の資格の取得に

 義務づけられている講習

【技術者に関する主な取組】・・・大手の場合は個社、中小の場合は建設業協会等による研修等

特に、技術者向けの人材育成について、改善の余地があるのではないか



「技術者」育成の取組
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（現在の取組）
１．民間企業の人材育成の取組

・ 各社による研修制度
・ 海外・現場での経験 等

２．業界団体の人材育成の取組
・ 各都道府県建設業協会による研修制度
・ 日建連によるICTセミナー 等

３．国交省による人材育成の取組
・ インフラDX人材育成センター等の研修制度
・ 国土技術研究会等の技術向上に取り組む機会創出
・ 総合評価における若手技術者への加点措置等の施工経験の機会創出 等

○魅力があり、活き活きとした業界とするためには、チャレンジする技術者が必要であり、
そういった人材の育成を図るには、「知識」と「経験」両面において技術者本人が主体
的に取り組むための支援が重要ではないか。



民間企業における人材育成

出典：東急建設株式会社からの提供資料、ヒアリングより

ゼネコン8社の共同開発による人材育成

○各社で人材育成を進める中、人手不足、業務の効率化、DX等の多様化など現場での負
担が増す中、効率的、効果的な育成の取組がなされている。

○また、若手社員の海外赴任など、経験を重視する取組もなされている。

新たな取組事例（東急建設の事例）

各社のノウハウを取り入れた技術者向けの研修システ
ムを共同で開発。
【共通課題】
・従来の現場教育は、教える側（先輩等）に負担。
・「先輩の背中を見て覚えよう」というやり方が通用しない。

【システムの特色】

出典：株式会社コンピュータシステム研究所HP

バーチャル現場内に設けられた各種の問題点や注意
すべき点などのイベントを発見し、ゼネコン社員として考
え、解決しながら学習。

ワークショップの様子

現状と目標の差を埋めるための
具体策を、作業所のメンバーと
本社職員で議論して考える。

TOCという、目的、制約を明確に共通認識化し、改善するための思
考プロセスを取り入れ、業務改善に寄与。
→総合技術職1人当たり時間外労働時間が、年間97時間削減。

積極的な若手社員の海外経験による育成
（清水建設の事例）

若手社員に海外経験をさせ
るために、入社10年以内の
社員の3割を海外赴任させる
ことを目標としており、必要な
研修制度等も取り組んでいる。

出典：清水建設HP、ヒアリングより 16
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建設業の各社におけるDXに関する人材育成の取組

○各企業では、DX等の新技術を取り入れるため、研修等の人材育成の取組を推進

■大林組の事例
全社員のデジタル人材化に向けサイト整備、推奨資格設定
等によりリスキリングを後押し。業界内で最初にデジタル
に関する社内教育の専門部署を設置。

社内の人材育成サイト
出典：大林組HP

「デジタル推進室」が中心
となり、基礎から専門的な
課題解決まで、社員のレベ
ルに合わせた様々なデジタ
ル人材育成の取組を推進。

■鹿島建設の事例

■清水建設の事例
デジタルリテラシー底上げ、新規ビジネスをリードする
コア人財育成のため、デジタル人財育成プログラム「シ
ミズ・デジタル・アカデミー」を開講。

「温故創新の森 NOVARE（ノ
ヴァーレ）」の将来の施工管理
現場を想定した研修スペース

■大成建設の事例
全役職員向けデジタル
トレーニングプログラ
ム「DXアカデミア」
を開講。DX 推進マイ
ンドを持ち、正しいデ
ジタルの知見やスキル
の基、業務の変革を目
的。受講者の意欲や適
性に応じた多様な受講
コースを用意。

DXアカデミアの３つの育成階層
出典：鹿島建設HP

出典：清水建設HP

出典：大成建設HP
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業界団体における人材育成

建設業協会による取組
日建連建築生産委員会・ICT推進部会において2000年
（当時は建設CALS/EC）から継続してICTに関するセミ
ナーを開催し、最近の動向を取り入れた育成を実施。

○ 各業界団体により講習会やセミナーなど、技術者のステップアップや最近の動向を取
り入れた取組がなされている。

日建連によるICTセミナー
各都道府県建設業協会により、技術者のステップ
アップを図るための育成を実施。

出典：（一社）栃木県建設業協会HP

事例：茨城県建設業協会による舗装技術講習会

事例：栃木県建設業協会による1級土木施工管理
技術検定 学科試験受験対策セミナー

出典：（一社）茨城県建設業協会HP

(日本道路建設業協会関東支部との共催）

現場で利用できる
ICTツールを個別に
紹介し、情報共有

出典：スライドは令和5年 建築のICTセミナー【II.各専門部会からの活動報告】「建設テックの最新動向と各社の活用
状況において」から抜粋、また写真は平成30年度の開催状況から抜粋



省人化対策のための人材育成（関東ＤＸ・i-Construction人材育成センターの事例）
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○ 関東DX・i-Construction人材育成センターでは、DX推進に向けた人材育成を目的とし
て、地方公共団体を含む発注者、民間技術者に対するBIM/CIM活用やICT施工普及
促進、 データ/デジタル技術の知識習熟等に関する研修・講習を実施。

関東地方整備局と同様に、各地方整備局においてもICT活用拡大に向けた研修を行っており、
開催頻度は増加傾向にある。

■建設技術展示館 ～DXパーク～ ＜民間企業や一般・学生向け＞

＜主な実施メニュー＞
レーザースキャナ体験
BIM/CIM操作体験
トータルステーション体験
VR操作体験

■研修棟・現場実証フィールド

＜BIM/CIM＞
BIM/CIMに関する知識・技術の習得
入門・初級・中級・演習・上級の5段階で設定

＜ICT施工、 無人化施工＞
ICT活用工事に関する知識・技術の習得
無人化施工技術に関する遠隔操作等の習得

＜デジタル技術＞
インフラDXに資するデータやデジタル技術に関する基礎知識の習得
クラウド利用等を想定した情報セキュリティに関する基礎技術の習得

＜国や地方公共団体の行政職員、民間技術者向け＞

現場実証フィールド
（ICT施工・無人化施工・５G設備）

関東DX・i-Construction
人材育成センター （研修棟）

無人化施工実習 研修室レーザースキャナ体験

建設技術展示館
（建設技術の展示・体験）
～ ＤＸパーク ～



国土交通省 国土技術研究会
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○ 国土交通省所管の住宅・社会資本整備行政に係る技術課題等について、本省、特別の機関、
地方整備局等が連携を図りつつ調査・研究を行い、議論を重ねることにより、技術の向上と行
政への反映を図ることを目的に毎年開催。

○ 若手職員の成果発表の場として活用。

発表会場 表彰式



「若手・女性技術者等活用型」試行件数推移
(H30-R3)

② 技術者要件緩和方式

主任技術者・監理技術者や担当技術
者の実績評価に際し（若手が不利とな
る）成績・表彰・役職等の評価項目を
除外。
（581件：29%）

入札等における若手技術者の活用促進の例

※１ 「若手」の対象上限年齢は地方整備局等によって異なり、30～45歳と設定。

・ 将来の担い手である技術者の拡大等のため、若手技術者※１や女性技術者の入札への参画を拡大する方式。
・ 具体的には、若手・女性技術者の配置について加点を行う「加点方式」、若手が不利となる成績・表彰等の評価項目を除外す

る「技術者要件緩和方式」、若手／女性技術者の配置を義務づける「資格要件方式」などにより実施。
・ 施行工事を通じ、若手・女性技術者に将来的・継続的な直轄工事の担い手となっていただくことを期待。

試行件数推移(H30-R3)評価方法イメージ

試行の目的と評価方法

○ H30-R2に、直轄工事を対象として、各
地方整備局等で合計2,616件の試行を
実施。

○ 総合評価落札方式における
競争参加資格要件・加算点
（イメージ）
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企業の
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工事成績

表彰

・・・

地理的条件
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・・・

施工実績

工事成績

表彰

・・・

技術提案
（施工計画）

① 加点方式

若手※１／女性を技術者を配置
した入札参加者について加点。
（1,419件：71%）

③ 資格要件方式
若手※１／女性技術者の配置を参加要件として入札を実施。（7件：0.3%）
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総合評価方式 若手・女性技術者等活用型（概要）

若手技術者表彰 工事の施工や業務の成果において、秀でた若手技術者等を表彰する制度を各地整等で実施。



中小企業庁等による中小企業等向けの人材育成等の取組
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ガイドラインの策定と事例集の公表

○ 人材育成を含めた人材確保の方策として、中小企業等向けの助成制度、支援ツール
やガイドライン策定、事例集の公表を通じて効果的な取組がなされている。

中小事業者向けの人材活用ガイドラインを発行し、人材
活用戦略と事例集を公表。
多数活用されており、一部の建設業も活用し、事例集に
掲載。

出典：中小企業庁HP,スライドは中小企業・小規模事業者の人材活用事例集から抜粋

人材確保支援ツールの開発と運用
経営課題の明確化や
人材確保・活用方針の
検討に活用できる支援
ツールの作成と公表。

出典：中小企業庁HP

中小企業の人材確保に係る主な補助金
○地域戦略人材確保等実証事業
民間事業者等が自治体、経営支援機関、教育機関等と
連携し、地域の関係者で一体となり行う人材獲得等の
取組を支援する。

○地域デジタル人材育成・確保推進事業
生成AIを踏まえたデジタルスキル標準の改訂、同標準
に紐付け民間の良質な教育コンテンツを掲載するポー
タルサイト「マナビDX」の運営やコンテンツ審査等
を実施する。
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人材育成に係る現状と課題

主な論点現状と課題育成対象主体

• 技術力向上に自発的に取り組む環
境整備ができていないのではない
か

• 育成された人材が活躍できる場が
提供できていないのではないか

• 新技術を積極的に活用する発注者
が必要ではないか

• DX等の施策に特化した研修もある
• 研修以外の人材育成の取組は充実

性に乏しい

行政職員、
発注者

• 技術力向上に自発的に取り組む環
境整備ができていないのではない
か

• 育成された人材が活躍できる場が
提供できていないのではないか

• 人的資本投資を促すべきではない
か

• 従来からの内容が中心で充実性に
乏しい

• 各団体に委ねられている
• 人材育成に十分な投資がなされて

いない

民間技術者
専門
若手
外国人

• 建設分野のための技術開発を行う
人材を発掘するべきではないか

• 人材育成に十分な投資がなされて
いない

異分野からの
人材

（ ー ）• 建設業の魅力発信、向上に努めて
いる

学生、生徒等

民間

学

業界

行政



論点：人材育成について
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建設業界において、担い手不足が深刻化する中、建設インフラの整備や管理にイノ
ベーションを起こす人材を育成する必要がある。技術者がみずから主体的に知識や
経験を向上させるためにどういったことが必要か。

① 技術者が自発的に知識の向上や経験できる機会を増やすために国、業界、企業がそれぞれ取り
組むこと。

② 企業が人的資本投資に積極的に取り組むことを促すために国が留意するべき点。

③ 異分野からの人材を育成するために国や業界、企業が取り組むべきこと。

上記の論点についてご議論いただきたい。
また、この他、議論すべき論点があれば、お示しいただきたい。


